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事実の概要

　本件は、2013 年から行われた生活保護基準引
下げについて、その基準改定の手続等に問題が
あったとして、全国 29 箇所の地方裁判所に提起
された取消訴訟等（「いのちのとりで裁判」）のうち、
名古屋地判１）に次いで全国で 2番目に下された
判決である。
　生活保護法（以下「法」という。）8条 1項に従っ
て、保護基準は、法の委任に基づいて厚生労働大
臣によって定められている。厚生労働大臣はこれ
を 2013 年から 3年間にわたって、保護基準の平
均 6.5％、最大 10％まで引き下げた。これは主に、
一般低所得世帯との比較による「ゆがみ調整」と、
物価変動に合わせた「デフレ調整」に基づくもの
である。
　大阪府内に居住して法に基づく生活扶助を受け
ていた本件原告らは、保護基準の改定により、支
給額を減額する旨の保護変更決定を受けた。そこ
で原告らは、保護基準の改定は憲法 25 条、法 8
条等に反するとして、上記決定の取り消し等を求
めて出訴した２）。

判決の要旨

　法 3条、8条 2項「の規定にいう最低限度の生
活は、抽象的かつ相対的な概念であって、その具
体的な内容は、その時々における経済的・社会的
条件、一般的な国民生活の状況等との相関関係に

おいて判断決定されるべきものであり、これを保
護基準において具体化するに当たっては、高度の
専門技術的な考察とそれに基づいた政策的判断を
必要とするものである（最大判昭 57・7・7民集 36
巻 7 号 1235 頁、最判平 24・2・28 民集 66 巻 3 号
1240 頁、最判平 24・4・2 民集 66 巻 6 号 2367 頁）。
したがって、保護基準中の基準生活費に係る部分
を改定するに際し、改定後の生活扶助基準の内容
が健康で文化的な生活水準を維持することができ
るものであるか否かを判断するに当たっては、厚
生労働大臣に……専門技術的かつ政策的な見地か
らの裁量権が認められる。」
　「基準生活費を減額する改定は、改定前の基準
生活費が支給されることを前提として現に生活設
計を立てていた被保護者に関しては、……その期
待的利益の喪失を来す側面がある」。「そうすると、
厚生労働大臣は、被保護者間の公平や国の財政事
情といった見地に基づく基準生活費の減額の必要
性を踏まえつつ、被保護者のこのような期待的利
益についても可及的に配慮するため、その減額改
定の具体的な方法等について、激変緩和措置の要
否等を含め、……専門技術的かつ政策的な見地か
らの裁量権を有している」。
　「基準生活費の額等については、それまでも各
種の統計や専門家の作成した資料等に基づいて生
活扶助基準と一般国民の消費実態との比較検討が
されてきた」。「これらの経緯等に鑑みると、基準
生活費の減額をその内容に含む保護基準の改定
は、〔1〕……厚生労働大臣の判断に、最低限度
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の生活の具体化に係る判断の過程及び手続におけ
る過誤、欠落の有無等の観点からみて裁量権の範
囲の逸脱又はその濫用があると認められる場合、
あるいは〔2〕……激変緩和等の措置を採るか否
かについての方針及びこれを採る場合において現
に選択した措置が相当であるとした同大臣の判断
に、被保護者の期待的利益や生活への影響等の観
点からみて裁量権の範囲の逸脱又はその濫用があ
ると認められる場合に、法 3条、8条 2項の規定
に違反し、違法となる」。「〔1〕の裁量判断の適
否に係る裁判所の審理においては、……保護基準
の改定に至る判断の過程及び手続に過誤、欠落が
あるか否か等の観点から、統計等の客観的な数値
等との合理的関連性や専門的知見との整合性の有
無等」が審査される。
　「本件改定においては、デフレ調整がゆがみ調
整と同時に行われている」。「生活扶助基準の全体
としての水準（高さ）を調整するに当たっては、
……適切な指標を選択して合理的に検証すること
が必要」であるところ、本件デフレ調整は著しく
物価の上昇した「平成 20 年からの物価の下落を
考慮し」ており、また生活扶助相当 CPI という「消
費者物価指数の下落率よりも著しく大きい下落率
を基に改定率を設定し」ている。このような変化
率を用いるという判断は、物価の下落による被保
護者世帯への影響、すなわち最低限度の生活を営
むのに必要な費用の減少割合が、一般的世帯より
も大きいことを前提とするが、「本件全証拠によっ
ても、これを裏付ける統計や専門家の作成した資
料等があるという事実はうかがわれない（基準部
会においても……そのような議論はされていな
い。）。」また、社会保障生計調査の結果によれば、
被保護者世帯の特定品目に対する支出の割合が一
般的世帯よりも相当低いという特徴（統計等の客
観的な数値）を見いだし得る以上、その特徴に「整
合するよう専門的知見を駆使した形で生活扶助基
準の改定を試みることが望まれるのであり、その
ようにして初めて、生活扶助基準の改定が、統計
等との客観的な数値等との合理的関連性を備え、
かつ、専門的知見と整合したものに達する。」被
保護者世帯の消費実態が生活扶助相当 CPI と異な
ることは、「統計等の客観的な数値に真摯に向き
合い、専門的知見に基づいて冷静に分析すれば探
知することができたと推認されるし、そのような

探知が困難であったとうかがうべき事情は見当た
らない。」
　以上によれば、「厚生労働大臣の判断には、
……平成 20 年からの物価の下落を考慮し、消費
者物価指数の下落率よりも著しく大きい下落率を
基に改定率を設定した点において、統計等の客観
的な数値等との合理的関連性や専門的知見との整
合性を欠いており、したがって、最低限度の生活
の具体化に係る判断の過程及び手続に過誤、欠落
があり、裁量権の範囲の逸脱又はその濫用がある
から、本件改定は、法 3条、8条 2項の規定に違
反し、違法である。」よって、保護変更決定の取
消請求は認められる。

判例の解説

　一　本判決の位置付けと争点
　本判決の最大の特徴は、全国で初めて、生活保
護の変更決定は違法であるという原告の主張が認
められ、取消請求を容認する勝訴判決が下された
点にある。そこで争点となったのは、保護基準改
定の前提とされるゆがみ調整・デフレ調整におけ
る、厚生労働大臣の裁量権の逸脱・濫用の存否で
ある。本判決では、特にデフレ調整について、判
断過程統制による実態に即した厳格な審査が行わ
れた。その結果、①平成 20 年度からの物価の下
落を考慮したことと、②消費者物価指数の下落率
よりも著しく大きい下落率（生活扶助相当 CPI）を
基に改定率を設定したことについて、生活保護基
準部会の検討結果などを参照すると、「統計等の
客観的な数値等との合理的関連性や専門的知見と
の整合性」がなく、したがって、「最低限度の生
活の具体化にかかる判断の過程及び手続に過誤、
欠落があり、裁量権の範囲の逸脱又はその濫用」
が認められ、法 3条、8条 2項違反であると判断
された。

　二　生活保護引下げをめぐる判例の展開
　上述の判断に際して本判決は、広範な立法裁量
を認めた堀木訴訟３）と、それを参照した老齢年
金訴訟 2月判決４）および 4月判決５）を引用して
いる。先陣を切った名古屋地判においても、また
本判決後に下された札幌地判６）や福岡地判７）に
おいても、これらの最高裁判例への言及は行われ
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ており、判断枠組みも基本的には本判決と同じで
ある。すなわち、保護基準引下げ訴訟において下
級審は、堀木訴訟を参照して厚生労働大臣の広範
な裁量を認めつつ、老齢年金訴訟を参照して判断
過程統制を行うことで、「政治部門の行為をより
実効的に統制する途」を開こうと試みていると評
価できる８）。しかし、名古屋地判・札幌地判・福
岡地判における判断過程統制の審査密度は、非常
にゆるやかなものに留まっていたため、憂慮され
る。特に名古屋地判では、資料や算定方法の信頼
性に懸念すべき点が残されていたにもかかわら
ず、厚生労働大臣の裁量が繰り返し強調され、結
果として国側の主張がすべて認められている。
　これに対して本判決では、所謂制度後退禁止原
則は採用されていないものの９）、厳密な審査が行
われている。ここでの審査枠組みを含む基本的構
造は、老齢年金訴訟の 2月判決・4月判決と一致
する。このことは、基準改定に「期待的利益の喪
失」という側面があること、それゆえ「被保護者
間の公平」や「国の財政事情」という見地から考
慮するということ等から読み取れる。とりわけ、
「国の財政事情」が考慮されるのは、あくまでも
激変緩和措置の要否についての裁量内に限られて
おり、最低生活の実体的判断において考慮されな
いことは、評価されよう 10）。
　このように、本判決において厚生労働大臣の裁
量は「財政の論理」に影響されることなく、むし
ろ「専門性の論理」によって強力に枠付けられて
いる。判旨によれば、基準の改定には「適切な指
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標を選択して
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合理的に検証すること」が求められ、
その選択の適切性を「裏付ける統計や専門家の作
成した資料等」の存在が必要である（傍点筆者）。
また基準の改定は、「統計等の客観的な数値」に
整合するよう、それに「真摯に向き合い」、また「専
門的知見に基づいて冷静に分析」するなど、「専
門的知見を駆使した形で」行われなければならな
い。本件では、基準改定がそのような方法で行わ
れていなかったために、違法であると判断された
のである。保護基準引下げという最低生活費の縮
減に対して、それを裏付ける統計や専門的資料を
用いることのみならず、選択した資料の適切性ま
でも求めた点で、従来の判決よりも審査密度の高
い「厳格な司法審査」11）が行われたといえよう（審
査密度が高められた理由については、四を参照）。た

だし、上述のような方法であれば、生活保護基準
を引き下げるような改定も許されるということに
は、留意が必要である。

　三　立法裁量と行政裁量
　これまで生活保護基準にかかる行政裁量を認め
るにあたり最高裁は、「立法裁量」にかかる堀木
訴訟を参照してきており、これは、老齢年金訴訟
や本判決を含む同裁判にも引き継がれている。そ
こで、立法裁量と行政裁量を同じ枠組みで語るこ
との適切性が問題となる 12）。これに対しては批
判も存在するが 13）、生存権保障に限っていえば、
両者を厳格に分離する必要はないと考えられる。
「生存権などの社会権の場合、憲法上の基本権は
自然権という由来を持た」ず、「その中身は純粋
に立法委託（さらに『孫請け』としての行政委託）
のみとなる」14）ところ、すでにわが国では、憲法
25 条の具体化法として立法者により制定された、
生活保護法が存在する 15）。「生存権の具体化過程
は、憲法 25 条の趣旨に照らして、立法→行政立
法→行政処分の順番に内容形成されていくもので
ある」16）ため、行政はあくまでも、立法に基づい
た行政立法を行うのみである。さらに、法 8条 2
項などの諸規定は、少なくとも行政の判断過程に
おいて考慮すべき事項や要素を定めていると解す
ることができる 17）。法は、確かにその規律密度
は高いとはいえないものの、しかし確実に規律は
なされているのである。つまり、行政裁量は法律
の範囲内で許容されるもののみに限られており、
その逸脱・濫用（考慮不尽・他事考慮）は裁判所
により違法と判断される。このような構造に鑑み
ると、ともに憲法の具体化を担う法的義務を負う
ものとして、立法と行政を厳格に分離せずに捉え
ることも不可能ではないように思われる。

　四　憲法 25 条と生活保護法
　他方で本判決では、上記争点①②に鑑みて、「そ
の余の点について判断するまでもなく」違法であ
るとされており、憲法 25 条への直接的な言及は
見当たらない。しかし、実質的には憲法的価値を
前提とした違憲判断が行われたと考えられる 18）。
すなわち裁判所は、憲法 25 条と生活保護法によ
る「最低限度の生活」保障を一体として捉えるこ
とにより、原告の主張でもあった「保護基準の設
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定・改定に係る厚生労働大臣の裁量は極めて限定
的となる」ことを実現したと考えられる。まず、
法 1条の法の目的に鑑みると、判旨にいうとこ
ろの「最低限度の生活の具体化にかかる判断」と
は、憲法 25 条の保障する「健康で文化的な最低
限度の生活」の具体化でもあることが前提とされ
る。そしてここでの「違法」は、法が憲法 25 条
に定位して形成・具体化されたことに鑑みると、
「違憲」の性質を当然に含むものと解される。ま
た、このような憲法と法の一体的把握は、本判決
が厳密な判断過程統制を行ったことからも基礎づ
けられる。つまり本判決は、保護基準が憲法 25
条の生存権という重大な権利の保障に大きく関わ
るものであるからこそ、その算定手続の根拠や専
門的知見との整合性を厳しく審査したとも捉えら
れるのである。つまりここでの整合性は、憲法
25 条の要請であるとも考えられる 19）。というの
も、健康で文化的な最低限度の生活の具体的な数
値を、憲法 25 条から直接導出することは困難で
ある。そのため、一方で立法者（および法により
委託された厚生労働大臣）には、その信頼できる形
での具体化が求められている。具体化が必要であ
るからこそ、（行政）立法にかかる「専門技術的
かつ政策的な見地からの裁量」が認められる。た
だしここでは、専門性の論理が優先することによ
り、専門的知見との整合性が要請される。他方で、
具体的な数値が憲法 25 条から直接導出されない
からこそ、裁判所の審査は実体的観点からの（結
果の）審査に限定される。だからこそ

4 4 4 4 4

、殆ど無限
定な裁量に委ねてしまうのではなくて、最低生
活の算定にかかる手続的観点からの（判断過程の）
審査が必要とされるのである。つまり保護基準の
改定に際しては、厚生労働大臣が専門家の見解や
統計的な資料を用いて最低生活の具体化を行うこ
とはもちろん、裁判所がそれらを用いて手続的に
審査することも、憲法上要求されているといえる。
　このように、本判決は「人権制限が問題である
ように見えるにもかかわらず、明示的に憲法何条
（違反）と挙げることなく、行政裁量の踰越・濫
用の枠組みで事案を処理」するという「人権条項
なき憲法訴訟」であり、そこでは憲法 25 条の生
存権保障の法理は、判断過程統制の中に読み込ま
れることで、「行政裁量の『中』で働く人権」として、
その審査密度を高める効果を有している 20）。本

判決は、法の背後にある憲法論を適切に読み取る
ことで、実効的な生存権保障を実現したものとい
えよう。

●――注
１）名古屋地判令 2・6・25 判時 2474 号 3頁。
２）本判決では国家賠償法 1条 1項違反の有無についても
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３）最大判昭 57・7・7民集 36 巻 7号 1235 頁。
４）最判平 24・2・28 民集 66 巻 3号 1240 頁。
５）最判平 24・4・2民集 66 巻 6号 2367 頁。
６）札幌地判令 3・3・29（判例集未掲載）。
７）福岡地判令 3・5・12（判例集未掲載）。
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